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中間検査に係る特定工程及び特定工程後の工程の指定 

平成18年２月28日 

告示第161号 

  

 改正 平成19年６月19日告示第436号 

平成24年２月３日告示第57号 

平成21年２月27日告示第139号 

平成27年１月30日告示第22号 

 

建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）第７条の３第１項第２号及び第６項の規

定により特定工程及び特定工程後の工程を次のように指定し、平成18年４月１日から施行する。 

なお、平成11年愛知県告示第580号（中間検査に係る特定工程及び特定工程後の工程の指定）は、平

成18年３月31日限り廃止する。ただし、平成18年４月１日前に法第６条第１項又は第６条の２第１項

の規定による確認の申請がされたものについては、なお従前の例による。 

１ 中間検査を行う区域 

愛知県内の法第４条第１項又は第２項の規定により建築主事を置く市の区域を除く区域 

２ 中間検査を行う期間 

平成27年４月１日から平成30年３月31日まで 

３ 中間検査を行う建築物の構造、用途又は規模 

次に掲げる建築物で新築するもの 

(１) 住宅（住宅以外の用途を兼ねる建築物にあっては、住宅の用途に供する部分の床面積の合計

が、延べ面積の２分の１以上であるものに限る。）又は共同住宅の用途に供する建築物で、地階

を除く階数が２以上であり、かつ、床面積の合計が50平方メートルを超えるもの 

(２) 法別表第１(い)欄(１)項から(４)項までに掲げる用途（共同住宅を除く。）に供する特殊建

築物で、階数が３以上であり、かつ、その用途に供する部分の床面積の合計が1,000平方メートル

を超えるもの 

４ 指定する特定工程及び特定工程後の工程 

次の表のとおりとする。ただし、階数が３以上である共同住宅については、特定工程にあっては

法第７条の３第１項第１号の政令で定める工程に該当する工程を、特定工程後の工程にあっては同

条第６項の政令で定める特定工程後の工程に該当する工程を除く。 

なお、特定工程及び特定工程後の工程は、建築物が２以上ある場合又は１の建築物の工区を分け

た場合は、初めて特定工程に係る工事を行った建築物又は工区の工事の工程に係るものとする。 

主要な構造 特定工程 特定工程後の工程  

 ア 木造（オに係るものを

除く。） 

屋根ふき工事及び構造耐力上

主要な軸組（枠組壁工法の場合

は、耐力壁）の工事 

構造耐力上主要な軸組及び耐力

壁を覆う外装工事及び内装工事

 

 イ 鉄骨造（オに係るもの

を除く。） 

鉄骨造の部分において、初めて

工事を施工する階の建方工事

構造耐力上主要な部分の鉄骨を

覆う耐火被覆を設ける工事、外装

工事（屋根ふき工事を除く。）及

び内装工事 

 

 ウ 鉄筋コンクリート造

（オに係るものを除

く。） 

鉄筋コンクリート造の部分に

おいて、初めて工事を施工する

階の直上の階の主要構造部で

ある床版の配筋（プレキャスト

コンクリート部材にあっては、

接合部）の工事 

特定工程の配筋（プレキャストコ

ンクリート部材にあっては、接合

部）を覆うコンクリートを打設す

る工事 

 

 エ 鉄骨鉄筋コンクリー

ト造（オに係るものを

除く。） 

鉄骨造の部分において、初めて

工事を施工する階の建方工事

構造耐力上主要な部分の鉄骨を

覆うコンクリートを打設する工

事 

 

 オ 工場生産による一体

型又は組立式のもの 

構造耐力上主要な軸組を構成

する各部材を接続する接合部

の工事 

構造耐力上主要な軸組を構成す

る各部材を接続する接合部を覆

う工事 
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５ 適用の除外 

次に掲げる建築物については、この告示の規定は、適用しない。 

(１) 法第７条の３第１項第１号に掲げる工程に該当する工程を含む工事に係る建築物 

(２) 法第68条の10第１項に規定する型式適合認定を受けた建築物の部分（建築基準法施行令（昭

和25年政令第338号）第136条の２の11第１号に掲げるものに限る。）を有する住宅又は共同住宅 

(３) 法第85条第５項の許可を受けた建築物 

(４) 住宅の品質確保の促進等に関する法律施行規則（平成12年建設省令第20号）第５条第１項の

規定により建設住宅性能評価の申請をした者の当該申請に係る建築物 

(５) 建築主が国、地方公共団体又は法令の規定により法第18条（他の法令の規定において準用す

る場合を含む。）の規定の適用について国若しくは国の行政機関若しくは地方公共団体とみなさ

れる者である建築物 

前 文（抄）（平成19年６月19日告示第436号） 

平成19年６月20日から施行する。 

ただし、この告示の施行日前に建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項又は第６条の２第

１項の規定による確認の申請がされた建築物については、なお従前の例による。 

前 文（抄）（平成21年２月27日告示第139号） 

平成21年４月１日から施行する。 
前 文（抄）（平成24年２月３日告示第57号） 

平成24年４月１日から施行する。 
前 文（抄）（平成27年１月30日告示第22号） 

平成27年４月１日から施行する。 
 


